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1.　はじめに：研究の目的
　近年，カンボジアが外国企業の進出先として世
界的に注目を集めている。中国やタイでの人件費
上昇等のコスト増，人手不足を回避するために
チャイナ・プラスワンやタイ・プラスワンとして
中国，台湾，韓国企業，そして日本企業の進出が
増加している 1）。カンボジアの魅力は安価で豊富
な労働力であるが，政府も縫製業が輸出の 60％
以上を占める産業構造を転換するためもあり，外
資へ規制をしない開放的な経済政策や優遇税制を
とり，外資を誘致しようとしている。一方で，カ
ンボジアは 1980 年代の内戦の影響がまだ残り，
識字率は 80％以下で，特に教育水準の高い人材
は不足しているとされている 2）。また，税務当局
による不透明な細則運用や税務手続きに要する費
用・法定費用以外のコストの問題が指摘されてい
る 3）。世界的に注目を集めているカンボジアであ
るが，経済は低開発水準にあり，後発発展途上国
に分類されている。発展途上国にとっていかに人
材を育成するかは経済発展の重要な課題である。
しかし，カンボジアで人材育成がどのように行わ
れているかはあまり明らかになっていない。
　日本企業も続々とカンボジアへ進出しているが，
アジアにおける日系企業の経営に関しては次のよ
うな課題が指摘されている。アジアにおける日系
企業は業務の高度化により知識人材の必要性は高
まっているが，ホワイトカラーの有能な人材が定
着せず，経営の現地化も進んでいないなどホワイ
トカラーに関して問題があるとされている。日系
企業では，現地人ホワイトカラーが望むような
「能力・成果主義」的な人材育成方法をとってお
らず，人事管理・育成方法が年功序列的なものと
なっているため，現地人ホワイトカラーの日系企
業に対する評価は欧米系企業より低いとされてい
る。また，筆者のアジア 10 カ国の日系企業の経
営システムに関する調査でも，日系企業自身は業
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績・成果を重視した処遇管理を実施しているつも
りでも，実際は年功序列型昇進・昇給制度が行わ
れているという結果が明らかになった 4）。一方，
日本国内では近年経営環境の大きな変化により，
ホワイトカラーの評価・報酬システムは長期雇用
にもとづいたものから業績・成果を反映させるシ
ステムへ変わりつつある。そこで，「将来中核を
担うと目され，早期に選抜，登用される人材（コ
ア人材と呼ぶ）」の導入が試みられている。この
コア人材育成策は，能力主義的評価や処遇を望む
アジアのホワイトカラーに適合すると考えられる 5）。
したがって，コア人材育成へどのように対処して
いるかを調査し比較検討することは，アジアにお
ける日系企業の行っている処遇管理がどの程度能
力・業績を重視したものかを判断する指標の一つ
になると思われる。
　コア人材育成に関する調査を，筆者はアジア地
域で現在までに 12 カ国・地域，すなわちシンガ
ポール・マレーシア・タイ・中国（2 回調査を
行った）6），インド 7），香港・台湾・韓国 8），フィ
リピン・インドネシア・ベトナム 9），ミャンマー 10）
の日系企業で行ってきた。この調査により現地国
でどのような人的資源管理を行うかは日系企業が
経営的に成功するか否かにとって重要な要因であ
ることが明らかとなった。そこで，在カンボジア
日系企業でコア人材制度について調査し，コア人
材制度がどの程度実施されているかをみるために
今まで調査した 12 カ国・地域の日系企業と比較
対照することとした。
2.　アンケート調査結果の概要
　今回のカンボジアにおける日系企業に対する調
査は，今までの調査と同様にアンケート形式で
行った。2014 年 9 月〜 10 月にアンケート用紙を
送付し，在カンボジア日系企業（以下，カンボジ
ア日系と略す）11 社から回答を得た。
2.1.　進出企業の現状について
　まず，アンケートに回答してくれた企業の現状
を述べる。
　1.　進出企業の業種
　カンボジア日系では機械製造業が占める割合が
最も多い（27.3％）が，カンボジアを含む 13 カ
国・地域の平均（42.9％）より少なく，製造業全
体でも 54.6％で製造業が 6 割未満の国はカンボジ
アとミャンマーだけである（13 カ国・地域の製
造業の平均は 73.9％）。反対に，運輸・通信業
（平均との差，＋ 14.2％，以下平均との差を＋と
－で標記する），金融・保険業（＋ 7.1％），建
設・不動産業（＋ 4.8％）で平均を上回っている
（表 1）。
　2.　本社の企業規模（従業員数）
　進出企業本社の規模を従業員数で見ると，カン
ボジア日系は 300 人以上の大規模企業が 60.0％を
占めるが，13 カ国・地域の中で本社が大規模企
業の比率はミャンマーに次いで低い（表 2）。
　3.　現地子会社設立年
　カンボジア日系は設立年数 10 年以内が 100%，
表 1　本社の業種（％）
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
1. 消費関連製造業 16.7 12.5 21.9 50.0 23.5 35.7 3.7 5.0 42.1 16.7 26.7 20.0 0 18.2 20.9
2. 素材関連製造業 0 12.5 12.5 7.1 5.9 7.1 25.9 15.0 21.1 8.3 0 10.0 6.7 9.1 10.1 
3. 機械関連製造業 25.0 60.0 50.0 21.4 41.2 35.7 40.7 75.0 31.6 41.7 33.3 45.0 73.2 27.3 42.9 
4. 卸売・小売業 16.7 5.0 6.3 14.3 5.9 7.1 3.7 5.0 0 8.3 20.0 0 6.7 0 7.1 
5. 金融・保険業 8.3 0 3.1 7.1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9.1 2.0 
6. 建設・不動産業 8.3 0 0 0 5.9 0 0 0 0 8.3 6.7 15.0 6.7 9.1 4.3 
7. 情報・メディア業 8.3 0 0 0 5.9 0 0 0 0 4.2 0 5.0 6.7 0 2.2 
8. サービス・飲食店業 8.3 0 0 0 0 7.1 0 0 0 4.2 0 0 0 0 1.4 
9. 運輸・通信業 0 0 0 0 11.8 0 0 0 0 8.3 13.3 5.0 0 18.2 4.0 
10. エネルギー関連業 0 0 6.3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.5 
11. その他 8.3 10.0 0 0 0 7.1 25.9 0 5.3 0 0 0 0 9.1 4.7 
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特に 5 年以内の企業が 90.9％で設立年数の非常に
短い企業が多い。13 カ国平均では設立年数 10 年
以上の企業が多い（57.7％）。設立年数 10 年以内
の企業が 50％以上を占めるのは中国日系第 1 回
調査（以下中国日系①と略す），インド日系，ベ
トナム日系，ミャンマー日系である（表 3）。
　4.　現地子会社の企業形態
　カンボジア日系の企業形態は，単独出資が多数
を占め（72.7％），合弁は少ない（すべて多数合
弁）。これは中国日系①，インド日系，インドネ
シア日系，マレーシア日系，タイ日系を除く他の
8 カ国の日系企業と同様の傾向である。その他と
して駐在員事務所形態が 1 社ある（表 4）。
　5.　 現地への進出目的（1 位を 3 点，2 位を 2 点，
3 位を 1 点として合計点を計算し，各項目
の合計点に占める割合を算出した。シンガ
ポール，タイ，マレーシア，インド各日系
は質問方法が異なるため回答を記していな
い）
　1 位の安価な労働力（23.1％，平均 26.1％）と
2 位の本社等関連企業との関係（18.5％，平均
16.2％）は 13 カ国平均と大差がないが，同率 2
位の法的・税制等の優遇措置は平均（7.5%）より
かなり多い（＋ 11.0％）。カンボジア政府が進め
表 3　現地子会社設立年（％）
表 4　現地子会社企業形態（％）
表 5　進出目的（％）
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
26 年以上前 16.7 0 
｝64.5 
42.8 26.7 7.1 14.8 14.3 31.8 8.4 23.1 0 13.3 0 
｝57.7 21 〜 25 年前 0 0 0 6.7 0 33.3 4.8 0 0 15.4 0 0 0 16 〜 20 年前 16.7 0 7.1 33.3 14.3 18.5 23.8 9.1 33.3 15.4 0 6.7 0 11 〜 15 年前 8.3 7.5 35.7 20.0 35.7 29.6 38.1 36.4 41.7 7.7 38.9 6.7 0 
6 〜 10 年前 0 77.5 19.4 7.1 0 28.6 3.7 14.3 13.6 16.7 23.1 33.3 26.7 9.1 19.5 
5 年以内 58.3 15.0 16.1 7.1 13.3 14.3 0 4.8 9.1 0 15.4 27.8 46.7 90.9 22.8 
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
多数合弁 16.7 32.5 9.4 7.1 25.0 15.4 18.5 47.6 36.4 12.5 73.3 20.0 35.7 18.2 26.3 
少数合弁 0 15.0 6.6 0 0 0 0 14.3 27.3 12.5 0 0 42.9 0 8.5 
単独出資 58.3 45.0 84.4 92.9 75.0 84.6 74.1 33.3 27.3 75.0 26.7 80.0 21.4 72.7 60.8 
その他 25.0 7.5 0 0 0 0 7.4 4.8 0 0 0 0 0 9.1 3.8 
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム
カンボ
ジア 平均
1. 安価な労働力 28.3 32.4 35.2 17.7 25.0 7.7 35.2 18.9 37.3 23.1 26.1 
2. 現地市場 30.0 30.9 28.7 24.1 32.6 46.2 21.6 44.6 21.8 13.8 29.4 
3. 第三国への輸出 8.3 7.7 5.3 12.7 8.7 7.7 14.4 9.5 6.4 13.8 9.5 
4. 逆輸入 3.3 8.7 5.3 1.2 6.5 1.2 5.6 4.1 3.6 3.1 4.3 
5. 本社等関連企業との関係 3.2 13.0 16.4 19.0 14.1 29.5 14.4 17.6 16.4 18.5 16.2 
6. 法的・税制等の優遇措置 4.8 5.3 4.1 13.9 7.6 0 7.2 2.7 10.9 18.5 7.5 
7. 情報収集 21.7 2.0 2.3 11.4 5.4 7.7 1.6 2.7 3.6 9.2 6.8 
8. その他 0 0 1.8 0 0 0 0 0 0 0 0.2 
表 2　本社規模（％）
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
300 人未満 41.6 20.0 13.3 30.8 23.5 15.4 25.9 14.3 36.4 9.1 20.0 13.3 11.1 40.0 22.5 
300 人以上 58.3 80.0 86.7 69.2 76.5 84.6 74.1 85.7 63.6 90.9 80.0 86.7 88.9 60.0 77.5 
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ている法的・税制等の優遇措置の目的で進出して
いる企業が多いと思われる。一方で，現地市場
（13.8%）は平均（29.4%）よりかなり少ない（表
5）。
　6.　 現地子会社の企業規模（従業員数）と役
員・管理職における日本人過半数企業の比
率
　（1）現地子会社の企業規模を従業員数で見ると，
3 社を除く 8 社が 300 人未満の小規模企業である。
製造業が少ないことと設立年数の短いことが影響
していると思われる（表 6-1）。
　（2）役員および管理職において日本人が過半数
となっている会社の比率を見ると，役員は 75.0％，
管理職では 45.5％である。アジアの日系企業では，
役員は日本人が過半数を占める企業が多いが，管
理職クラスでは現地化が進み，日本人が過半数と
なっている会社は少ない。しかし，カンボジアで
は管理職クラスでもそれほど現地化が進んでいな
い。設立年数の短いことが影響していると思われ
るが，同様に設立年数の短い企業が多いミャン
マー日系と比べると現地化が進んでいる（表
6-2）。
　7.　 現地子会社へ委譲されている権限（「全く
ない」を 0 点，「あまりない」を 1 点，「ど
ちらかというと多い」を 2 点，「非常に多
い」を 3 点とし，回答企業の平均をとった。
中国①，シンガポール，タイ，マレーシア，
インド各日系は質問方法が異なるため回答
を記していない）
　8 項目のうち最も委譲度の高いものは「人件費
総額」（2.80 点）で，次いで「現地広報活動」で 2
点を超えている。この 2 項目は平均を上回るが，
その他の 6 項目は平均を下回り，比較的委譲度が
低いと考えられる（表 7）。
2.2.　コア人材の育成について
　ここからは回答企業がコア人材の育成にどのよ
うに取り組んでいるかを見る。
　8.　 コア人材の充足度について（「かなり不足」
を－ 2 点，「やや不足」を－ 1 点，「十分で
ある」を 0 点，「やや余剰」を 1 点，「かな
り余剰」を 2 点とし，回答企業の平均を
とった）
　充足度は－ 1.73 で，過去最も不足感の強かっ
表 6-1　現地子会社の従業員数（％）
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
300 人未満 91.7 40.0 43.3 71.5 81.3 93.3 77.7 47.6 54.5 73.9 42.8 35.0 64.3 72.7 63.5 
300 人以上 8.3 60.0 56.7 28.5 18.7 6.7 22.2 52.4 45.4 26.1 57.2 65.0 35.6 27.3 36.4 
表 6-2　役員・管理職において日本人が過半数を占める会社の比率（％）
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
役　員 100.0 93.3 78.6 94.1 73.3 90.0 100.0 90.0 75.0 88.3 
管理職 90.9 19.4 46.2 33.3 6.7 11.8 7.1 31.6 45.5 32.5 
表 7　現地子会社としての権限
現地法人のもつ権限 ミャンマー 香港 台湾 韓国
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム
カンボ
ジア 平均
1. 人件費総額の決定 2.33 2.62 2.65 2.29 2.71 2.80 2.60 2.80 2.60 
2. 固定資産の購入・処分 1.91 1.86 2.24 1.86 2.08 2.67 1.70 1.82 2.02 
3. 生産販売量の決定 2.44 2.57 2.56 1.50 2.00 2.80 2.05 1.91 2.23 
4. 利益処分・再投資 1.67 1.43 1.82 1.07 1.50 1.93 1.40 1.40 1.53 
5. 貸付・借入・債務保証 1.35 1.21 1.75 0.64 1.04 2.00 1.00 1.20 1.27 
6. 現地法人の役員人事 1.44 1.07 1.35 0.86 1.13 1.93 0.85 1.00 1.20 
7. 新事業の企業化 1.70 1.31 1.27 0.75 1.00 1.36 0.89 1.09 1.17 
8. 現地広報活動 1.89 1.43 2.25 2.07 1.90 2.53 1.63 2.00 1.96 
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たミャンマー日系（－ 1.83）に次ぎ，インドネシ
ア日系と同点で，カンボジア日系はコア人材不足
を強く感じている（13 カ国平均は－ 1.28）（表 8）。
　2.2.1　採用・選抜に関して
　9.　 採用方法について（選択肢 8，「全くない」
を 0 点，「あまりない」を 1 点，「どちらか
というと多い」を 2 点，「非常に多い」を 3
点とし，回答企業の平均をとった）
　コア人材の採用方法を見ると，1 位が職業紹介
機構による採用（1.73）で，8 つの選択肢のうち
中位数の 1.5 点を超えるものはこれだけである。
2 位は社員による紹介（1.18），3 位が新聞・求人
雑誌等による採用とインターネットによる採用
（1.09）であり，1 位の職業紹介機構による採用を
除いて数値は低いが，本社からの派遣・出向
（0.64）や関連企業等からの出向・転籍（0.36）は
もっと低いため，基本的に自社で育成していると
考えられる（表 9）。
　10.　 コア人材の選抜要件（選択肢 11，うち 3
つ回答。1 位を 3 点，2 位を 2 点，3 位を
1 点として合計点を計算し，各項目の合計
点に占める割合を算出した）
　選抜要件を見ると，1 位人柄（21.1％），2 位将
来性と問題解決力（ともに 13.6％），4 位語学力
（12.1%），5 位社内外での過去の実績と専門性（と
表 9　現地コア人材の採用方法
採用方法 ミャンマー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
1. 新規学卒者定期採用 0.70 1.60 1.10 0.85 0.92 1.08 0.60 0.90 0.90 1.27 1.07 0.95 0.86 0.18 0.93 
2. 新聞，求人雑誌等によ
る採用
1.58 1.00 1.00 1.43 1.88 1.50 1.70 1.90 1.40 1.39 1.80 1.40 1.57 1.09 1.47 
3. 職業紹介機構を通じて
採用
1.36 1.80 1.93 1.50 2.08 1.50 1.20 1.60 1.60 1.26 1.80 1.05 1.79 1.73 1.59 
4. 他社からヘッドハント 0.45 0.50 0.63 0.50 1.00 1.00 0.90 0.90 0.60 0.64 1.07 0.45 1.00 0.45 0.72 
5. 本社からの派遣，出向 1.10 1.10 1.00 0.92 1.42 0.91 0.30 0.20 0.50 0.96 1.20 0.55 0.79 0.64 0.83 
6. 関連企業等からの出向，
転籍
0.30 0.50 0.57 0.43 0.40 0.58 0.80 1.20 0.90 0.48 0.73 0.75 0.43 0.36 0.60 
7. 社員による紹介 1.82 1.00 0.90 0.92 1.42 0.91 0.80 1.20 0.90 0.85 0.86 1.05 1.14 1.18 1.07 
8. インターネットによる
採用
0.55 0.50 1.71 0.43 1.67 1.92 0.40 0.50 0.40 0.57 0.67 1.00 0.43 1.09 0.85 
表 10　コア人材の選抜要件（％）
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
1. 語学力 16.7 6.0 2.6 7.1 7.8 22.2 0 0 1.5 4.9 3.2 12.4 0 12.1 6.9 
2. 学歴（含資格，学位） 5.6 1.1 8.4 0 2.9 4.9 1.4 0 1.5 0.6 0 1.8 14.9 0 3.1 
3. 社内での実績 2.8 16.7 7.3 3.6 15.7 4.9 15.1 10.9 16.1 13.9 3.2 15.0 6.4 4.5 9.7 
4. 社内外の過去の実績 4.2 4.8 0 10.7 7.8 9.9 5.5 1.7 1.5 8.3 14.7 7.1 10.6 10.6 7.0 
5. 将来性 13.9 2.4 2.1 8.3 2.9 6.2 2.7 3.4 2.9 4.9 3.2 2.7 4.3 13.6 5.3 
6. 人柄 13.9 7.1 11.5 13.1 7.8 7.4 1.4 1.7 5.9 7.6 4.2 10.6 4.3 21.1 8.4 
7. リーダーシップ 16.7 20.2 25.7 10.7 18.6 17.3 27.4 27.6 20.6 29.2 23.2 15.9 19.2 9.1 20.1 
8. 実行力 15.3 13.1 16.1 16.7 15.7 11.1 13.7 22.4 14.7 9.0 17.9 16.8 10.6 4.5 14.1 
9. 専門性 6.9 7.1 8.4 13.1 7.8 8.6 6.9 3.4 7.3 5.6 7.4 13.3 10.6 10.6 8.4 
10. 問題解決力 2.8 15.1 15.2 14.3 10.8 7.4 17.8 15.5 17.6 13.9 20.0 2.7 17.0 13.6 13.1 
11. 洞察力 1.4 6.0 2.6 2.4 2.0 0 8.2 13.8 10.3 3.2 3.2 1.8 2.1 0 4.1 
表 8　現地コア人材の充足度
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
-1.83 -1.30 -0.90 -1.23 -1.53 -1.15 -0.80 -0.90 -1.20 -1.00 -1.73 -1.31 -1.36 -1.73 -1.28 
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もに 10.6％）である。他に 10％以上のものはな
い。問題解決力は平均と差が少ないが，人柄と将
来性は平均の 2 倍以上である。一方，13 カ国の
平均で最も多いリーダーシップは平均の半分以下
である（表 10）。
　11-1.　 コア人材選抜の最終決定者（選択肢 5，
うち 1 つ回答）
　コア人材選抜の最終決定者は，子会社の社長・
役員が 6 割を占めて最も多いが，平均よりもかな
り少ない（平均 80.1％）。子会社の直属上司，同
人事部門，本社人事部は平均以上であるが，特に
子会社の直属上司（20.0%）は平均（7.6％）より
もかなり多い。子会社の特別委員会は 0 であった
（表 11-1）。
　11-2.　 コア人材選抜の決定時期（選択肢 5，う
ち 1 つ回答，中国①，シンガポール，
タイ，マレーシア各日系は質問方法が
異なるため回答を記していない）
　コア人材選抜の決定時期は，入社後 1 〜 3 年が
最 も 多 い（50.0％）。2 位 は 入 社 後 3 〜 5 年
（30.0％）である。（中国①，シンガポール，タイ，
マレーシアを除く）10 カ国の決定時期の平均で
最も多い入社後 5 年以上は 10％に過ぎない。カ
ンボジア日系は入社後 3 年以内にコア人材の
60.0％を選抜している。入社後 3 年以内にコア人
材を選抜するのは 10 カ国平均で 38.8％であるの
で，カンボジア日系は人材の選抜時期が早い（表
11-2）。
　2.2.2　コア人材育成の施策・キャリア形成
　12.　 コア人材育成の施策（選択肢 4，「全く実
施していない」を 0 点，「あまり実施して
いない」を 1 点，「どちらかというと実施
している」を 2 点，「大いに実施している」
表 11-1　コア人材の対象者を最終的に決定するもの（％）
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
1. 現地子会社直属上司 0 8.1 5.9 21.4 0 7.1 4.0 0 13.7 4.2 0 0 21.4 20.0 7.6 
2. 現地子会社人事部門 0 8.1 5.9 0 0 0 4.0 5.3 4.5 4.2 12.5 15.0 0 10.0 5.0 
3. 現地子会社の特別委員会 0 10.8 8.8 0 0 0 4.0 0 0 0 0 0 0 0 1.7 
4. 現地子会社社長役員 83.3 67.6 70.6 78.6 94.1 85.7 84.0 84.2 78.1 91.7 87.5 85.0 71.4 60.0 80.1 
5. 本社人事部 16.7 5.4 8.8 0 5.9 7.1 4.0 10.5 13.7 0 0 0 7.1 10.0 6.4 
表 11-2　コア人材の対象者を最終的に決定する時期（％）
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
1. 入社時 16.7 16.7 13.3 11.1 0 0 14.3 5.2 7.7 10.0 9.5 
2. 入社後 1 年以内 16.7 6.7 6.7 16.7 7.1 4.2 7.1 0 7.7 0 7.3 
3. 入社後 1 〜 3 年 25.0 20.0 6.7 11.1 35.7 20.8 14.3 21.1 15.4 50.0 22.0 
4. 入社後 3 〜 5 年 16.7 20.0 26.7 22.2 14.3 33.3 21.4 57.9 30.8 30.0 27.3 
5. 入社後 5 年以上 25.0 36.7 46.7 38.9 42.9 41.7 42.9 15.8 38.5 10.0 33.9 
表 12　コア人材の育成施策
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
1. 社外の研修機関（含大
学）への派遣
1.00 1.40 1.06 0.57 1.29 1.08 1.10 1.50 1.30 0.65 1.00 1.55 1.40 0.90 1.13 
2. 本社へ出向させ上位の
職務を経験させる
1.00 1.30 1.50 1.31 2.13 1.57 0.10 1.00 0.90 1.35 1.07 1.30 1.30 0.90 1.20 
3. コア人材を意識した能
力開発プログラム
1.33 1.20 1.25 0.86 1.40 1.00 1.20 1.00 1.10 1.22 1.33 1.05 1.10 1.64 1.19 
4. コア人材を意識した
キャリア形成
1.36 1.30 0.81 0.50 0.81 0.77 1.40 1.30 1.80 1.50 1.69 1.90 0.90 2.20 1.30 
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を 3 点とし，回答企業の平均をとった）
　コア人材育成の施策の 1 位は「コア人材を意識
したキャリア形成」（2.20），2 位は「コア人材を
意識した能力開発プログラム」（1.64）である。こ
の 2 項目は平均を大きく上回っており，コア人材
育成策の実施率は高い。他の 2 項目は 1.00 点未
満で平均を下回っている（表 12）。
　13.　 コア人材の今後のキャリア形成パターン
（図 13-1，選択肢 3，1 つ回答）
　キャリア形成パターンは，今まではパターン 3
（一定年齢まで狭い範囲の職務を経験し，企業内
スペシャリストを育成するキャリア）が 40％，
パターン 1（一定年齢までに幅広い職務を経験し，
将来の中核となる人材を育成するキャリア）とパ
ターン 2（一定年齢までに一つの職務で専門性を
身につけ，その分野のプロフェッショナルを育成
するキャリア），が 30％ずつであった。今後はパ
ターン 2 が少し増え，パターン 3 がやや減り，と
も に 36.4％ と な る。 パ タ ー ン 1 も や や 減 る
（27.3％）（表 13-2）。
　2.2.3　コア人材の活用，定着に関して
　14.　 コア人材を必要とする職種（選択肢 6，
「全く必要としない」を 0 点，「あまり必
要としない」を 1 点，「どちらかというと
必要とする」を 2 点，「非常に必要とする」
を 3 点とし，回答企業の平均をとった）
　1 位財務・経理，2 位総務・人事，3 位生産・
技術，2 点以上はここまでである。13 カ国の平均
と比べると，財務・経理（＋ 0.61），総務・人事
（＋ 0.41），法務・特許（＋ 0.53）で高いが，開
発・設計（－ 0.76）と生産・技術（－ 0.34）で低
い。財務・経理と法務・特許が多いのは，税務当
局による不透明な細則運用や税務手続きに要する
費用・法定費用以外のコストの問題と関連してい
ると考えられる（表 14）。
　15.　 コア人材を昇進させる職位（選択肢 4，
「全くない」を 0 点，「あまりない」を 1 点，
「どちらかというと多い」を 2 点，「非常
に多い」を 3 点とし，回答企業の平均を
図 13-1　コア人材のキャリア形成のパターン
表 13-2　コア人材のキャリア形成のパターン（％）
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
今までパターン 1 33.3 20.0 9.4 21.4 41.2 7.1 22.2 9.5 23.8 17.4 20.0 11.1 7.7 30.0 19.6 
　　　パターン 2 33.3 52.5 50.0 50.0 35.3 64.3 51.9 61.9 33.3 47.8 33.3 66.7 46.2 30.0 46.9 
　　　パターン 3 33.3 27.5 40.6 28.4 23.5 28.6 25.9 28.6 42.9 34.8 46.7 22.2 46.2 40.0 33.5 
今後　パターン 1 58.3 28.2 50.0 50.0 64.7 30.8 22.2 47.6 45.5 30.4 26.7 38.9 38.5 27.3 39.9 
　　　パターン 2 33.3 15.4 21.9 28.6 17.6 38.5 33.3 19.0 18.2 30.4 13.3 27.8 15.4 36.4 24.9 
　　　パターン 3 8.3 56.4 28.1 21.4 17.6 30.8 44.4 33.3 36.4 39.1 60.0 33.3 46.2 36.4 35.1 
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とった）
　昇進させる職位は，子会社部長クラスが最も多
い（2.27）。子会社役員クラスと本社役員クラス
に昇進させる比率は 13 カ国平均とほぼ同じであ
るが，子会社社長（1.00）は調査した 13 カ国で
インドと並び最も高い（平均 0.44）（表 15）。
　16.　 コア人材を定着させるための施策（選択
肢 9，「全く有効でない」を 0 点，「あまり
有効でない」を 1 点，「どちらかというと
有効である」を 2 点，「非常に有効である」
を 3 点とし，回答企業の平均をとった）
　施策別に上位を平均と比べると，1 位が能力開
発の機会の拡充（2.45，＋ 0.46），2 位が表彰制度
（2.40，＋ 0.87），3 位が給与・賞与の反映幅の拡
大（2.36，－ 0.12），4 位が報奨金・奨励金制度
（2.27，＋ 0.44），5 位が福利厚生の充実（2.09，
＋ 0.39）で，ここまでが 2 点を超えている。表彰
制度，能力開発の機会の拡充，報奨金・奨励金制
度，福利厚生の充実が 13 カ国平均を大幅に上回
る一方，昇進・昇格のスピード（1.70，－ 0.54）
は平均を大きく下回っている（表 16）。
　2.2.4　コア人材制度についてどのように評価
しているか
　17.　 コア人材制度の評価（選択肢 12，「違う」
を 0 点，「やや違う」を 1 点，「まあそう
だ」を 2 点，「そのとおり」を 3 点とし，
回答企業の平均をとった）
　選択肢の 1 番〜 5 番まではプラス評価に関する
もので，6 番〜 12 番まではマイナス評価のもの
なので両者を分けて述べる。
　・プラス評価（5 項目）に関して
表 15　コア人材を昇進させる職位
昇進させる職位 ミャンマー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
1. 子会社部長クラス 2.10 2.40 2.23 2.29 2.41 2.31 2.00 2.20 2.00 1.96 2.33 2.05 2.79 2.27 2.24 
2. 子会社役員クラス 1.70 0.80 0.97 1.21 0.94 1.00 1.00 0.90 0.90 0.61 1.07 1.06 1.21 1.00 1.03 
3. 子会社社長 0.60 0.20 0.38 0.57 0.25 0.75 0.40 0.40 0.30 0.09 0.07 0.18 1.00 1.00 0.44 
4. 本社役員クラス 0.40 0.10 0.17 0.14 0.14 0.31 0 0 0.10 0.10 0 0 0.38 0.20 0.15 
表 16　コア人材を定着させる施策
定着施策 ミャンマー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
1. 給与等の反映幅拡大 2.58 2.70 2.41 2.64 2.41 2.31 2.30 2.40 2.20 2.50 2.67 2.68 2.62 2.36 2.48 
2. 昇進・昇格のスピード 2.07 2.50 2.37 2.43 2.35 2.18 2.20 2.20 2.10 2.21 2.43 2.44 2.15 1.70 2.24 
3. 能力開発機会の拡充 2.20 2.10 1.72 2.07 2.18 1.83 1.60 1.70 2.10 1.83 1.93 2.11 2.00 2.45 1.99 
4. 裁量権の拡大 2.20 2.10 2.21 2.21 2.18 1.92 1.80 1.60 1.80 2.04 2.00 1.83 2.00 1.72 1.97 
5. 報奨金・奨励金制度 1.92 2.20 2.14 1.93 2.18 2.00 1.00 1.20 1.10 2.00 1.87 1.95 1.85 2.27 1.83 
6. ストックオプション制度 0.44 0.60 1.10 1.07 1.08 1.00 0.30 0.20 0.20 0.55 0.50 1.29 0.46 0.43 0.66 
7. 社内公募制 0.70 0.90 1.21 1.08 0.93 1.09 0.30 0.30 0.20 0.45 0.86 1.33 0.69 0.78 0.77 
8. 表彰制度 1.64 1.90 1.75 1.36 1.44 1.50 1.00 1.10 1.20 1.48 1.53 1.89 1.23 2.40 1.53 
9. 福利厚生の充実 2.18 1.80 1.97 1.71 1.53 1.85 0.80 1.30 1.30 1.78 1.93 2.16 1.43 2.09 1.70 
表 14　コア人材を必要とする職種
職　　　種 ミャンマー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
1. 営業 2.36 2.10 1.87 1.43 1.76 1.73 1.70 1.70 1.50 1.71 2.23 1.29 2.20 1.91 1.82 
2. 総務・人事 2.18 1.90 2.35 1.50 1.88 1.91 1.30 1.60 1.60 2.15 2.40 2.26 1.86 2.36 1.95 
3. 財務・経理 2.36 2.00 2.43 2.00 2.29 2.18 1.60 1.80 1.70 2.25 2.40 2.58 2.57 2.82 2.21 
4. 開発・設計 2.11 1.70 2.00 1.71 2.18 1.20 1.20 1.70 1.30 1.74 1.85 1.95 1.77 0.91 1.67 
5. 生産・技術 2.40 2.50 2.41 2.38 2.41 2.42 2.00 2.20 2.00 2.23 2.46 2.84 2.61 2.00 2.35 
6. 法務・特許 1.50 1.00 1.32 1.50 1.47 1.40 0.50 0.40 0.50 1.16 1.71 1.47 1.15 1.73 1.20 
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　全項目が 2 点を超えている。項目を順番に平均
と比べると，1 位「能力のあるものを魅きつける
システムである」（2.70，＋ 0.34），2 位「限られ
た資源を有効に活用するシステムである」（2.33，
± 0.00），3 位「人材が流動化する中で有効な人
材育成のシステムである」（2.30，－ 0.01），4 位
「世の中の変化に対応できるシステムである」
（2.11，－ 0.03），5 位「ホワイトカラーの選抜に
有効なシステムである」（2.10，＋ 0.19）。13 カ国
平均と比べて＋が 2 項目，－が 2 項目で，「能力
のあるものを魅きつけるシステムである」（＋
0.34）を除いて平均と大きな乖離はない（図表
17-1）。
　・マイナス評価（6 項目）に関して
　項目別に平均と比べると，1 位が 2.70 で「選抜
のための基準作りや評価が難しい」（＋ 0.40）と
「コア人材の育成に費用や時間がかかる」（＋
0.42），3 位が「コア人材の要件を満たす人材が少
ない」（2.36，－ 0.05）で，この 3 つが 2 点を超え
ている。4 位は「コア人材として選抜されたもの
への負担が大きい」（1.50，＋ 0.02），5 位「コア
人材以外の社員のモティベーションが失われる」
（1.09，－ 0.21），6 位「人間関係がギクシャクす
る」（1.00，－ 0.14）である。マイナス評価は平均
以上の項目と以下の項目が 3 つずつである（表
17-2）。
表 17-1　コア人材制度の評価
表 17-2　コア人材制度の評価
マイナス評価 ミャンマー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
6. 選抜のための基準作り
や評価が難しい 2.40 2.50 2.34 2.21 2.56 2.21 2.10 2.50 2.30 2.25 1.92 2.37 1.85 2.70 2.30 
7. コア人材として選抜され
たものへの負担が大きい 1.70 1.30 1.50 1.38 1.87 1.64 1.00 1.10 1.60 1.57 1.50 1.71 1.31 1.50 1.48 
8. コア人材の育成に費用
や時間がかかる 2.75 1.90 2.00 2.14 2.38 2.46 1.90 2.50 2.20 2.25 2.36 2.39 1.92 2.70 2.28 
9. コア人材の要件を満た
す人材が少ない 2.91 2.30 2.16 2.23 2.56 2.46 2.00 2.40 2.40 2.35 2.73 2.72 2.15 2.36 2.41 
10. コア人材以外の社員のモ
チベーションが失われる 1.89 1.30 1.23 0.85 1.54 1.57 1.00 1.30 1.00 1.50 1.46 1.28 1.15 1.09 1.30 
11. 人間関係がギクシャ
クする 1.89 0.90 1.00 0.57 1.50 1.36 0.60 1.20 1.00 1.21 1.36 1.32 1.00 1.00 1.14 
表 18　コア人材制度の受け入れ度
ミャン
マー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
1.83 1.90 2.49 2.57 2.19 1.86 2.20 2.10 2.20 2.05 1.80 1.61 2.38 2.00 2.08 
プラス評価 ミャンマー 中国① 中国② 香港 台湾 韓国
シンガ
ポール
マレー
シア タイ
フィリ
ピン
インド
ネシア ベトナム インド
カンボ
ジア 平均
1. 世の中の変化に対応で
きるシステムである 2.18 1.80 2.19 2.50 2.50 2.00 2.40 2.00 1.90 2.24 2.36 1.94 1.85 2.11 2.14 
2. 限られた資源を有効に活
用するシステムである 2.18 2.00 2.52 2.57 2.63 2.14 2.30 2.10 2.10 2.35 2.31 2.37 2.77 2.33 2.33 
3. 人材が流動化する中で有効な
人材育成のシステムである 2.30 2.20 2.50 2.43 2.50 2.21 2.10 2.30 2.10 2.29 2.43 2.26 2.43 2.30 2.31 
4. ホワイトカラーの選抜に
有効なシステムである 2.11 1.90 2.23 1.93 1.75 1.93 1.70 1.50 1.80 1.83 1.86 1.89 2.15 2.10 1.91 
5. 能力があるものを魅き
つけるシステムである 2.10 2.30 2.52 2.36 2.63 2.29 2.30 2.40 2.00 2.52 2.47 2.21 2.29 2.70 2.36 
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　18.　 コア人材の受け入れについて（「全く受け
入れられない」を 0 点，「あまり受け入れ
られない」を 1 点，「どちらかというと受
け入れられる」を 2 点，「大いに受け入れ
られる」を 3 点とし，回答企業の平均を
とった）
　コア人材制度の受け入れについて，カンボジア
日系は 2.00 で 13 カ国平均 2.08 より受け入れ度が
0.08 点低いが，ベトナム日系，インドネシア日系，
ミャンマー日系，韓国日系，中国日系①を上回り，
フィリピン日系（2.05）に次いでいる（表 18）。
3.　在カンボジア日系企業に対する
ヒアリング調査の分析・考察
3.1.　本ヒアリング調査の目的
　本ヒアリング調査の目的は以下の二つである。
一つはマクロ的なアンケート調査から見えてこな
い事実や重要事項を発見することにある。本ヒア
リング調査では，これまでの先行研究や調査では
あまり明らかにされることのなかったカンボジア
における日系企業の経営の実態についてヒアリン
グを行った。本ヒアリング調査のもう一つの目的
は，事前に実施したアンケート調査の結果やデー
タの解釈を定性的なヒアリング調査により補完し
たり，あるいはアンケート調査結果を導くに至っ
た要素や事実を抽出することにある。特に，コア
人材の採用・選考，定着策の実際，コア人材に対
する考え方などをヒアリング調査で明らかにした
いと考えた。
3.2.　本ヒアリング調査対象企業の概要および実
施時期
　ヒアリング調査は，事前に実施したアンケート
調査に協力してくれた企業群の中から有意に抽出
した企業を対象に実施した。ヒアリング調査対象
企業は 6 社である。本ヒアリング調査は 2015 年
4 月にプノンペンで実施した。
　1.　業種は，機械関連製造業 33.3%（A，E の 2
社，アンケート調査との差＋ 6％，以下アンケー
ト調査との差を＋ －で表示），銀行 B 社（金融・
保険業＋ 7.6％），法律事務所 C 社（その他に分
類＋ 7.6％），建設・不動産業 D 社（＋ 7.6％），
手持ちローラー製造業 F 社（消費関連製造業，
－ 1.5％）である。
　2.　設立年は，全 6 社が 5 年以内である。B，
C 2 社は情報収集の段階にあると考えられる。
　3.　 出 資 比 率 は， 日 本 側 の 単 独 出 資 5 社
（83.3％），その他 1 社（16.7％，駐在員事務所 B
社）。
　4.　進出目的は，安価な労働力，第三国への輸
出，法的・税制等の優遇措置，情報収集が 1 位で
17.1％である。アンケートより情報収集の比率が
高く，現地市場の比率が低い（－ 2.4%）。
　5.　企業規模は E 社を除き，5 社は 300 人未満
である。
3.3.　ヒアリング調査から導き出された特筆すべ
き重要事項
　カンボジアにおける 6 社の日系企業に対して
行ったヒアリング調査を通して判明した重要事項
をまとめると，以下のようになる（詳細は「ヒア
リング調査の記録」参照。）
　1.　コア人材の定義は，3 通りに分かれた。（1）
具体的な職位を述べた企業 2 社：拠点の幹部（B
社）。工場長（F 社）。（2）具体的な業務を遂行で
きる人と述べた企業 1 社：オペレーションを任せ
られる素養を持った人材（E 社）。（3）コア人材
のあるべき姿を述べた企業 3 社：リーダーとなり，
責任感を持って仕事をやり遂げる人（A 社）。会
社の理念を理解して動ける人（C 社）。将来会社
の中核となり，任せられる人（D 社）。
　2.　コア人材の充足度は，かなり不足が 4 社，
やや不足が 1 社，充足しているが 1 社で平均は－
1.50 となり，アンケート調査（－ 1.73）より不足
感は低かった。
　3.　コア人材の採用は，職業紹介機構による採
用 4 社，社員（知人含む）による紹介と新聞・求
人雑誌等による採用各 1 社で，アンケート同様職
業紹介機構による採用が多い。基本的に自社で育
成している。
　4.　コア人材の選抜要件で重視されるものは，
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1 位 人 柄（30.6％），2 位 語 学 力 と 将 来 性（ 各
16.7％），4 位専門性と問題解決力（各 13.9％），6
位社内外での過去の実績（5.6％），7 位リーダー
シップ（2.8％）である。6 社中 5 社で人柄が 3 位
以内に入っており，アンケートよりも人柄が重視
されている。具体的には，B 社：積極性・意欲，
人とうまくやっていけるか，根気はあるか，C
社：長く一緒に働けるかどうか，D 社：現場での
付き合いや下請け労働者のフォローのため，E
社：賄賂の誘惑に惑わされない誠実な人柄，F
社：従業員同士をつなぐのに重要，というもので
ある。
　5.　コア人材の選抜時期・決定者
　（1） 決 定 の 時 期 は， 入 社 後 1 〜 3 年 が 3 社
（50％），入社後 3 〜 5 年が 2 社（33.3％），入社
時が 1 社（16.7％）である。入社後 3 年以内が
66.7％で，アンケート（60.0％）より多い。13 カ
国平均（36.7％）よりはかなり多い。
　（2）コア人材の最終決定者は，現地子会社の社
長・役員（駐在員事務所長含む）が 3 社（50％），
直属上司，本社人事部，子会社人事部門が各 1 社
（各 16.7％）である。アンケートより現地子会社
の社長・役員が少ない。
　6.　コア人材育成の施策は，コア人材を意識し
たキャリア形成 5 社，コア人材を意識した能力開
発プログラム 1 社である。アンケートよりもコア
人材を意識したキャリア形成が多かった。
　7.　コア人材のキャリア形成は，一定年齢まで
に幅広い職務を経験し，将来の中核となる人材を
育成するキャリアであるパターン 1，一定年齢ま
でに 1 つの職務で専門性を身につけ，その分野の
プロフェッショナルを育成するキャリアであるパ
ターン 2，一定年齢まで狭い範囲の職務を経験し，
企業内スペシャリストを育成するキャリアである
パターン 3 が各 2 社ずつであった。
　8.　コア人材を必要とする職種は，財務・経理
が 4 社，営業，総務・人事，法務・特許が 3 社で
ある。製造業が 3 社あるにもかかわらず生産・技
術と開発・設計を挙げている企業は 1 社もなかっ
た。ヒアリングでも税務に関わる財務・経理と法
務・特許を必要としている企業が多い。
　9.　コア人材の昇進の可能性を見ると，部長ク
ラス（工場長を含む）までが 4 社，子会社社長が
1 社で，現在係長までなので部長も考えられない
1 社である。アンケートと同様部長クラスが多い
が，子会社社長というのはグローバル展開を目指
している企業であり，部長も考えられないという
企業はホワイトカラーが 50 人いる従業員数 1000
人を超す大規模企業である。
　10.　コア人材に対する定着施策を見ると，能
力開発の機会の拡充（4 社）と金銭的インセン
ティブ（給与・賞与の反映幅の拡大，報奨金・奨
励金各 3 社）が有効であるとする企業が多い。能
力開発の機会の拡充が有効と考える理由は，コア
人材となる人のキャリア形成となる（C 社），実
力の伴わない人を育てるのが会社のポリシーだか
ら（E 社）というものである。他には裁量権の拡
大，福利厚生の充実，昇進・昇格のスピード各 2
社である。
　11.　コア人材制度の受け入れについて，アン
ケートと同様に計算すると，どちらかというと受
け入れられる 4 社，大いに受け入れられる 2 社で
あり，受け入れ度は 2.33（アンケートでは 2.00）
となる。ヒアリングではアンケートよりも受け入
れ度が高くなった。後発発展途上国の中でベトナ
ム（アンケート 1.61，ヒアリング 1.80）やミャン
マー（アンケート 1.83，ヒアリング 1.61）より高
くなった。コア人材制度はカンボジア人に合って
いるという意見（B 社）やコネ社会のカンボジア
で透明性のあるビジュアルな評価はカンボジアで
受け入れられるという意見（E 社）があった。
　現在のカンボジアは調査時点のベトナムやミャ
ンマーと同様，経済成長が急速で，企業進出が急
増し，また進出してからの年数も短い企業が多い。
カンボジアとベトナムやミャンマーのコア人材制
度の受け入れ度の違いはどこにあるかは興味深い。
4.　終 わ り に
　アンケート調査とヒアリング調査を総合すると，
在カンボジア日系企業のコア人材育成については
以下のとおりである。
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　1.　設立後 10 年以内の新しい企業が 100％であ
る。
　2.　進出目的は安価な労働力 , 本社等関連企業
との関係，法的・税制等の優遇措置が上位 3 つで
あり，現地市場は少ない。
　3.　コア人材の不足感は調査した 13 カ国で比
較的高いが，同じ後発発展途上国のミャンマーよ
りは低い。
　4.　コア人材の採用は，職業紹介機構を通じた
採用が主であり，基本的に自社で育成している。
選抜要件は人柄がアンケートでもヒアリングでも
最も多い。
　5.　コア人材のキャリア形成パターンは，一定
年齢までに幅広い職務を経験し，将来の中核とな
る人材を育成するキャリアであるパターン 1，一
定年齢までに 1 つの職務で専門性を身につけ，そ
の分野のプロフェッショナルを育成するキャリア
であるパターン 2，一定年齢まで狭い範囲の職務
を経験し，企業内スペシャリストを育成するキャ
リアであるパターン 3 のうち特に差はない。
　6.　コア人材に必要な職種は，カンボジアで問
題とされる税務に関わる財務・経理と法務・特許
を必要としている企業が多い。
　コア人材を昇進させる職位は，他の日系企業同
様子会社部長クラスが最も多いが，グローバル展
開を目指している企業は子会社社長も可能である
とする，一方，ホワイトカラーが 50 人いる従業
員数 1000 人を超す大規模企業のようにまだ部長
も考えられないという企業もある。
　7.　コア人材制度の受け入れ度は，アンケート
で 2.00（13 カ国の平均は 2.08），ヒアリングで
2.33 となり，後発発展途上国の中でベトナム（ア
ンケート 1.61，ヒアリング 1.80）やミャンマー
（アンケート 1.83，ヒアリング 1.61）より高く
なった。ヒアリングでは，コア人材制度はカンボ
ジア人に合っているという意見や，コネ社会のカ
ンボジアで透明性のあるビジュアルな評価はカン
ボジアで受け入れられるという意見があった。
　現在のカンボジアは調査時点のベトナムやミャ
ンマーと同様，経済成長が急速で，企業進出が急
増し，また進出してからの年数も短い企業が多い
にもかかわらず，カンボジアとベトナム・ミャン
マーでのコア人材制度の受け入れ度の違いはどこ
にあるかは興味深い。しかし，今回の調査だけで
は不明である。今後調査・研究を続けたい。
【注】
１） 西口・西澤編，2014 年，100 頁。
２） 丹野勲，2010 年，40 頁
３） ジェトロ，2013 年，77 頁。
４） 鈴木岩行，2001 年 a。
５） 中国とインドネシアでホワイトカラーに調査した結果，仕
事に有益と考えている施策として「将来中核とを担うと目
される人物を早期に選抜・登用する制度」が上位であった。
中国に関しては，鈴木岩行・張英莉（2006 年），インドネ
シアに関しては鈴木岩行（2009 年）参照。
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年調査との比較を中心に―」『和光経済』第 45 巻第 3 号，
2013 年。
［25］ジェトロ『アジア新興国のビジネス環境比較　カンボジア，
ラオス，ミャンマー，バングラデシュ，パキスタン，スリ
ランカ編』ジェトロ，2013 年。
［26］西口清勝・西澤信善編著『メコン地域開発と ASEAN 共
同体　域内格差の是正を目指して』晃洋書房，2014 年。
［27］鈴木岩行「ミャンマーにおける日系企業のコア人材育成」
『和光経済』第 47 巻第 2 号，2014 年。
［28］鈴木岩行「モンゴルにおけるコア人材育成―現地・日系・
中国系・韓国系企業との比較―」『和光経済』第 47 巻第 3 号，
2015 年。
　今回の調査に関して，カンボジアの日系企業の
方々に大変お世話になりました。ここに記して感謝
を表します。
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事例1　機械製造業A社
1.　会 社 概 要
業　　種：工業用ミシンの販売
設立年月：2012 年 8 月
進出目的：第 1 位現地市場，第 2 位第三国への輸
出，第 3 位安価な労働力
　同社はシンガポールにある販売会社の支店とい
う位置付けである。中国，ベトナム，日本で製造
したミシンの販売のみをしており，製造はしてい
ない。
企業形態：日本側単独出資
現地従業員数：15 人（全員ホワイトカラー）
管理職数：5 人（内日本人 2 人）
役 員 数：0 人（支店のためカンボジアに役員は
いない，シンガポールにいる）
　日本人支店長にヒアリングを行った。
2.　コア人材の定義・充足度
　コア人材はかなり不足していると感じている。
定義はリーダーとなり，マネジメントできる人で，
責任感をもって仕事をやり遂げる人。
3.　コア人材の採用・選抜
　日系企業向け求人雑誌やインターネットの求人
サイトに広告を出すと応募者はあるが，コア人材
は少ないため，職業紹介機構を通じての採用も
行っている。
　コア人材の選抜要件として，第一に語学力（英
語もしくは中国語か韓国語），第二に専門性，第
三に社内外での過去の実績である。同社の社内言
語は英語のため英語は必須であり，顧客が中国か
ら移転してきた中華系（中国・台湾），韓国系，
日系の縫製企業のため中国語か韓国語が必要であ
る。また，同社の業務はセールス・エンジニアの
ためミシン技術の専門性が必要である。
　コア人材となるかの最終決定は，現地子会社の
直属上司が決める。決定までの期間は，定着率が
よくないこともあり，入社後 1 〜 3 年は様子を見
る必要がある。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策としては，シンガポール本
社へ研修に派遣させることとコア人材を意識した
キャリア形成である。シンガポール本社への派遣
がモチベーションとなり，コア人材を意識した
キャリア形成となっている。
　コア人材のキャリア形成としては，これまでは
従業員数も少ないため一定年齢まで狭い範囲の職
務を経験させ企業内スペシャリストを育成する方
法を取らざるを得なかったが，今後は１つの職務
で高度な専門性を身につけプロフェッショナルを
育成する方法を取る。
5.　コア人材の職種と評価・活用
　コア人材として，中華系・韓国系企業への営業
職と，税金対策が重要なので，財務・経理職が非
常に必要である。
　昇進は，課長は 3 人いて，まじめだが消極的な
ため，部長になれるか現在のところは微妙である。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，給与・賞与の反映
幅の拡大，能力開発機会の拡充，報奨金・奨励金
制度が非常に有効である。給料が安いと転職する
ため，定着策として金銭的インセンティブが有効
であると考えている。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，要件を満たす人材が少ないが，
能力があるものを魅きつけるシステムであるため，
どちらかというと受け入れられると考えている。
同社はコア人材は基本的に自社で育成する方針で
あるが，社内でコア人材としての要件を満たす人
材がいないため，急遽職業紹介機構から幹部候補
としてコア人材を雇うこととした。
資料　ヒアリング調査の記録　カンボジアにおける日系企業（全てプノンペン）
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事例2　金融・保険業B社
1.　会 社 概 要
業　　種：銀行業
設立年月：2013 年 7 月
進出目的：第 1 位情報収集（日本からの顧客への
情報提供），第 2 位関連企業（提携銀行）等との
関係（現在，外国銀行としての業務は認められて
いないため）
企業形態：駐在員事務所
現地従業員数：4 人（内ホワイトカラー 4 人）
管理職数：3 人（内日本人 1 人）
役員数：0 人（駐在員事務所のため） 
2.　コア人材の定義・充足度
　カンボジアでは金融・保険業が発達していない
ため，銀行業務に精通した人は少ない。そのため，
コア人材はかなり不足していると感じている。コ
ア人材の定義は，拠点の幹部に登用し，将来日本
人がいなくても業務ができる人である。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材の採用は，職業紹介機構を通じて採用
している。
　コア人材の選抜要件は，第一に問題解決力，第
二に人柄，第三に社内外での過去の実績である。
問題解決力，人柄というのは専門性よりも人間性
（積極性や意欲，人とうまくやって行けるか，根
気はあるか）を見る。
　コア人材を最終的に決定するのは駐在員事務所
長であり，決定する時期は入社時である。コア人
材は同社の柱となってもらう人であるため，入社
時からコア人材として育成する。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，コア人材を意識し
た能力開発プログラムとキャリア形成を行ってい
る。具体的には，日本やシンガポールで 1 〜 2 週
間英語と日本語の研修を受けることができる。
　コア人材のキャリア形成は，これまでも今後も
一定年齢まで１つの職務で高度な専門性を身につ
け，その分野のプロフェッショナルを育成する方
法である。同社のように組織が小さい場合，他の
ことをできるのは当然と考えている。
5.　コア人材の職種と評価・活用
　コア人材の職種としては，総務・人事と法務・
特許で非常に必要である。カンボジアの税務当局
は透明性が少なく，裁量行政のため脱税とされな
いため法務にもコア人材が必要である。
　コア人材の昇進は，部長クラスである駐在員事
務所長までは可能である。現在カンボジアの産業
の 95％は縫製業であり，資金需要が少ないため
金融業務があまりないので，事業規模の拡大は望
めない。したがって，それ（駐在員事務所長）以
上の役職は今のところ存在しない。
6.　コア人材の定着策
　銀行業務は専門性が高く，専門家を育てるには
能力開発の機会の拡充が必要で，コア人材の定着
に非常に有効である。給与・賞与の反映幅の拡大，
昇進・昇格のスピード，裁量権の拡大，福利厚生
の充実等も有効である。福利厚生の充実として医
療保険，通勤手当，外部セミナー出席の補助等を
行っている。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，選抜のための基準作りや評価
が難しいが，能力があるものを魅きつけるシステ
ムであるので，どちらかというと受け入れられる
と考えている。長期にわたる内戦の影響が残り，
コア人材を選抜する基準がまだない。コア人材の
母数は少ないが，一定レベル以上のカンボジア人
は起業家意識・チャレンジ精神をもっており，コ
ア人材制度はカンボジア人にあっていると感じて
いる。
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事例3　法律事務所C社
1.　会 社 概 要
業　　種：法律事務所
設立年月：2011 年 2 月
企業形態：単独出資
進出目的：第 1 位情報収集，第 2 位法的 ･ 税制等
の優遇措置，第 3 位第三国への輸出（カンボジア
を東南アジアの拠点としてタイを業務の中心とす
る予定）
現地従業員数：10 人（全員ホワイトカラー）
管理職数：3 人（内日本人 0 人）
役 員 数：2 人（ 内 日 本 人 2 人，CEO と パ ー ト
ナー）
　同社は本社をカンボジアに置き，タイを中心に
ラオス，カンボジアで法律業務を展開したいと考
えている。
2.　コア人材の定義・充足度
　コア人材の定義は会社の理念を理解して動ける
人である。実務は任せており，コア人材は十分足
りていると感じている。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材の採用は，職業紹介機構から紹介され
た者に面接をして採用している。1 回目はカンボ
ジア人マネージャーが行い，2 回目は日本人役員
が行うが履歴書等は全く参考にしない。
　コア人材の選抜要件は，第一に人柄，第二に語
学力，第三に将来性である。人柄は長く一緒に働
けるかどうか，将来性は何のために弁護士になり
たいか，弁護士になって何をやりたいかを見る。
語学力は社内言語が英語であるためである。日本
語ができる人が半分くらいいる。
　タイやラオスを含めてコア人材を最終的に決定
するのは本社役員であり，決定する時期は入社後
1 〜 3 年である。コア人材となるかどうかは，そ
のくらい見る必要がある。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策は，コア人材を意識した
キャリア形成として社外の大学へ勉強に行かせて
いる。
　コア人材のキャリア形成は，全員経営が企業理
念のため，今までも今後も一定年齢までに幅広い
範囲の職務を経験し，将来の中核となる人材を育
成する方法である。困った人を助けられるような
人間に育って欲しいと考えている。
5.　コア人材の職種と評価・活用
　コア人材の職種としては，カンボジアでのネッ
トワーク作りのため営業職，法律事務所として当
然法務職，さらに他国のバックアップ機能をカン
ボジアに集約するため財務・経理職も非常に必要
である。
　コア人材は，国籍にかかわらず，有能であれば
現地会社のトップも可能である。
6.　コア人材の定着策
　能力開発機会の拡充，裁量権の拡大，報奨金・
奨励金制度，福利厚生の充実がコア人材の定着に
非常に有効である。中でも能力開発機会の拡充は
コア人材となる人のキャリア形成となるので有効
である。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，コア人材の育成に費用や時間
が掛かる等あるが，世の中の変化に対応できるシ
ステムであるため，大いに受け入れられると考え
ている。国境や性別を越えた多様性のある集合体
を作りたいと考えているが，コア人材制度はそれ
に適していると思われる。
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事例4　建設・不動産業D社
1.　会 社 概 要
業　　種：カンボジア（特に経済特区）での工場
建設
設立年月：2011 年 4 月
進出目的：第１位本社等関連企業との関係（本社
がカンボジアでの事業の窓口となっている），第
２位法的・税制等の優遇措置（経済特区では税金
免除などの特典がある），第３位現地市場
同社はプノンペン郊外の経済特区工業団地内にあ
り，主として日系企業の工場を建設している。
企業形態：単独出資
現地従業員数：10 人（内ホワイトカラー 10 人）
管理職数：4 人（内日本人 4 人）
役員数：1 人（内日本人 1 人）
　日本人現場作業所長にヒアリングを行った。
2.　コア人材の定義・充足度
　コア人材の定義は将来会社の中核となり，任せ
られる人である。まだ任せられず，コア人材はや
や不足していると感じている。
3.　コア人材の採用・選抜
　現地の人材派遣会社あるいはスタッフの紹介に
より採用している。タイとの国境近くのコッコン
経済特区にも工事現場があるため，タイ語ができ
る人も採用している。
　コア人材の選抜要件として，第一に建築の専門
性で，第二に問題解決力，第三に人柄である。仕
事の変更に対処するのに問題解決力が必要である。
現場での人付き合いや下請け労働者のフォローも
大切なので人柄は重要である。さらに，工事を順
調に進めるにはリーダーシップも必要である。
　コア人材となるかの最終決定は，現地子会社の
社長が決める。決定までの期間は，コア人材とな
れるかを判断するのに 3 〜 5 年必要である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策としては，コア人材を意識
したキャリア形成を行っている。具体的には既に
経験した職務はより深く，未経験職務には逐次教
育しながら担当させてスキルアップを図っている。
　コア人材のキャリア形成は，建築のサイトマ
ネージャーは工事の進捗状況の管理，費用の見積
もり，資金の管理等様々な経験が必要である。し
たがって，一定年齢までに幅広い職務を経験し，
将来の中核となる人材をを育成する方法をこれま
でも今後も取る。
5.　コア人材の職種と評価・活用
　コア人材は建設業として生産・技術職はもちろ
ん，ローカルの顧客を獲得するには営業職が，ま
た予算管理には財務・経理職も非常に必要である。
　昇進は，すでに予算に詳しい課長相当のものが
いるので部長クラスまでは昇進可能である。それ
以上は現在は不明である。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，給与・賞与の反映
幅の拡大，報奨金・奨励金制度という金銭的イン
センティブと，肩書を好むので昇進・昇格のス
ピード，福利厚生の充実が有効である。福利厚生
としてはコッコンなどの遠隔地に行く場合は，住
宅費は会社持ちで，給与の 30％の遠隔地手当を
出している。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，選抜のための基準作りや評価
が難しいが，人材が流動化する中で，コア人材が
長く働くのに有効な人材育成システムであるので，
どちらかというと受け入れられると考えている。
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事例5　機械関連業E社
1.　会 社 概 要
業　　種：自動車部品製造（タイ，ベトナム，イ
ンドネシア，マレーシア自動車工場向け）
設立年月：2011 年 6 月
進出目的：第１位安価な労働力，第２位法的・税
制等の優遇措置，第３位逆輸入
企業形態：日本側単独出資
現地従業員数：1390 人（内ホワイトカラー 50 人）
管理職数：6 人（内日本人 6 人）
役員数：4 人（日本側 4 人，カンボジア在住は社
長のみ，残りは非常勤）
　同社はプノンペン郊外の経済特区工業団地内に
ある。日本人総務部長にヒアリングを行った。
2.　コア人材の定義・充足度
　コア人材の定義は，オペレーションを任せられ
る素養をもった人材である。教育水準が低いこと
もあり，そのようなコア人材はかなり不足してい
ると感じている。
3.　コア人材の採用・選抜
　コア人材の採用は，日系の職業紹介機構を通じ
た採用が非常に多い（80％）。
　コア人材の選抜要件は，第一に将来性，第二に
人柄である。第三にリーダーシップである。カン
ボジアでは賄賂が蔓延しており，経理や調達部門
で誘惑が多い。それに惑わされない誠実な人柄が
重要である。
　コア人材となるかの最終決定は，現地子会社の
人事部門が決める。決定までの期間は入社後 3 年
〜 5 年である。コア人材として見極めるのにこの
くらいの期間は必要である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，コア人材を意識し
たキャリア形成を行っている。ジョブディスクリ
プションを明確にし，コア人材となる目標管理の
達成度を数値化している。
　キャリアの形成は，採用時からその人の適性が
分かるまでは，幅広い職務を経験させ，適性が判
明してからは，狭い範囲の職務を経験させ企業内
スペシャリストを育成する方法を行っている。
5.　コア人材の職種と評価・活用
　コア人材として，総務・人事職と法務職が非常
に必要である。カンボジアでは税・労働・会社関
係の法律が整備されておらず，細則は通達で行わ
れるが，カンボジア語なのでカンボジア人でない
と分からないからである。
　昇進は，現在生産管理と製造にカンボジア人係
長がなった段階で，教育水準を考慮すると現状で
は部長も考えられない。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策としては，給与・賞与の反映
幅の拡大よりも能力開発の機会の拡充がより有効
であると考えている。カンボジアは現在外資が急
増し，売り手市場のため，実力が伴わない人が多
い。そういう人のために能力開発の機会を拡充し，
育てるのが同社の採用ポリシーだからである。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，選抜のための基準作りや評価
が難しく，コア人材の要件を満たす人材が少ない
が，能力があるものを魅きつける人材育成システ
ムであるので，大いに受け入れられると理解して
いる。
　政府高官にコネがないと出世できないと考えて
いる人が多い。透明性のあるビジュアルな評価は
納得度が高いので，コア人材制度はカンボジアで
大いに受け入れられるとを考えられる。
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事例6　消費関連製造業 F社
1.　会 社 概 要
業　　種：手持ちローラー製造業（プノンペン郊
外にある経済特区工業団地内に所在）
設立年月：2013 年 11 月
進出目的：第 1 位第三国への輸出，第 2 位安価な
労働力，第 3 位逆輸入
企業形態：日本側単独出資
現地従業員数：48 人（内ホワイトカラー 4 人）
管理職数：2 人（内日本人 2 人）
役員数：3 人（日本側 3 人）
　同社は 20 年前中国に進出し，それ以来同社の
主力工場は中国であったが，中国での賃金高騰も
あり，中国での生産の半分をタイでの生産に切り
替えた。残った分をカンボジアで生産しようと考
えている。
　社長兼 COO にヒアリングした。
2.　コア人材の定義・充足度
　コア人材とは，日本人をカンボジアから引き上
げたいので，工場長レベルの人と考えている。
  教育を受けている人が少ないうえ，教育のある
人は経験を積もうとしないため仕事ができず，コ
ア人材はかなり不足していると感じている。
3.　コア人材の採用・選抜
　ホワイトカラーのうち人事と経理は社員による
紹介で採用した。また，工員の中でパソコンと英
語ができたものを事務職に転換させた。
　コア人材を選抜するための要件は，第一に人柄，
第二に将来性，第三に語学力である。人柄は従業
員同士をつなぐのに重要で，社内言語が英語であ
るので語学力も必要である。
　コア人材として最終決定するのは，現地子会社
の社長・役員であり，決定するまでの期間として
入社後 1 〜 3 年必要である。
4.　コア人材の育成・キャリア形成
　コア人材の育成施策として，コア人材を意識し
たキャリア形成を行っている。コア人材候補者に
日本語学校で学ばせたり，業務に直結した内容を
外部で研修させたりしている。
　コア人材のキャリア形成は，これまでも今後も
一定年齢まで狭い職務を経験し，企業内スペシャ
リストを育成する方法である。自分の業務だけで
なく，工場の作業も分からないと工員に認めても
らえないからである。
5.　コア人材の職種と評価・活用
　コア人材は総務・人事職と財務・経理職で非常
に必要としている。総務・人事は現地従業員を束
ねるのに重要で，財務・経理はカンボジアの税法
が整っていないため必要である。　前記のように
コア人材は工場長レベルの人と考えているので，
昇進は，部長クラスである工場長までは可能であ
る。
6.　コア人材の定着策
　コア人材の定着策として，能力開発機会の拡充
と福利厚生の充実が非常に有効と考えている。カ
ンボジアは安定志向で，中国ほど拝金主義になっ
ていないと感じている。福利厚生として昼食を提
供している。
7.　コア人材に対する考え方
　コア人材制度は，コア人材の育成に費用や時間
がかかり，要件を満たす人材が少ないが，能力が
あるものを魅きつけるシステムであるため，どち
らかというと受け入れられると感じている。
（2015 年 8 月 21 日　受稿）2015 年 11 月 11 日　受理
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